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ワーク・ライフ・バランスの国際比較

脇坂　明

1　はじめに

　「ワーク・ライフ・バランス」（Work－Life　Balance）という言葉が生み出されたのは、1990年代の英国に

おいてである。英国でワーク・ライフ・バランス（以下、WLB）の概念が広まった背景には、欧州先進

国と比較して低いといわれる生産性を改善し、有能な人材を確保するためには魅力的な就業環境を整備

しなければならないとする企業側の問題意識があった。ゆえに、WLBは、もちろん従業員のニーズにか

なうだけでなく、企業にとっても利益になるという意味で、「win－win」の状況をもたらすというところ

にポイントがある。ここが伝統的な「仕事と家庭の両立」論と異なるところである。英国政府のWLBに

ついての担当部署である貿易産業省（DTI）も、多くのところで「win－win」の観点から広報・宣伝をし

ている。

　英国の労働組合もWLBに積極的である（以下は主として、　Heely（2006）による）。象徴的なのは、伝統

的な労働組合が、柔軟性（且exib助）を「d血y　wo1d」と捉えていたのに対し、現代の組合は、労働者の選

択の幅を広げ自律性を増し、技能を向上させて、経営者が唱える競争力ある人材へのニーズにこたえよ

うとする、「積極的柔軟1生」（pOsitive　fleXibMty）と捉えていることである。具体的な要求事項、交渉事項

も、それまでの所定労働時間の短縮、年休増、残業割り増し増から、1990年代初めに、ファミリーフレ

ンドリー（以下、ファミフレと略）やWH∋についてのものに移行していった。女性を中心としたファミ

フレ施策だけでなく、学業との両立や（定年・引退前の）高齢者のニーズも念頭においたWLBに焦点が

移っていったわけである。

　こういった現実を反映してか、米英でWLBやファミフレに関する研究が増加し、とくに注目すべきは、

ファミフレと企業パフォーマンスの関係を探る研究が蓄積されはじめている。文献展望は松原・脇坂

（2005a）（2005b）（2006a）がある。このテーマに即したわが国最初の本格的研究は2005年の「両立支援と

企業業績に関する研究会」によるものである。1991－2005年の4時点における財務データなどの企業業績

指標が利用できる。分析結果は、両立支援と企業業績に関する研究会（2006）に様々な角度からの研究

があるが、入手しやすい専門雑誌としては、武石（2006b）、脇坂（2006a）がある。後者は均等とファミ

フレの度合が高い企業は経常利益が大きいことを示している。また4節で紹介する労働政策研究機構

（㎜）による2嚇の調査でも同様の結果力咄ている（脇坂（20cr7c））。

　ファミフレの問題は、大きく英米のアングロサクソン（豪州・カナダ含む）と大陸ヨーロッパ諸国に

分かれる。前者は伝統的に国家介入せず企業が最小限の整備をする、ゆえにファミフレ充実の議論も生

産性向上の観点が前面に押し出された。一方、後者では国家が介入することによりファミフレを充実さ

せてきたので、生産性というより働きやすさを働く権利としてとらえ、国家が介入してきた。わが国を

位置づけると、もともと中間に位置してきたが、近年にいたって後者の伝統的な「仕事と家庭の両立論」
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から前者に移行しつつある。

　世紀の変わり目ごろからEUでは変化がみられる。英国がEUの加盟国として影響力をもつ活動をしは

じめ、国家がファミフレを推進するようになった。典型的には、1997年にできたブレア政権が二期目を

めざす選挙（2001年）の直前の2000年に「ワークライフバランス・キャンペーン」を開始するだけでな

く、最初の網羅的調査（WLB　I）をおこなう。そういったEUの変化により大陸ヨーロッパ諸国も英国

（そして米国）の影響をうけるようになってきた。労働市場における規制緩和などで、国家が規制するの

でなく、民間企業によるファミフレ充実の推進をベースにおくようになった。その後の英国の、法律、

実態の変化については脇坂（2006b）を参照されたい。

　先進国の問で、米国とドイッ・フランスにまだまだ大きな開きがあるとはいえ、ベクトルの方向は収

敏しつつあるようにみえる（たとえばフランスの35時間労働制の見直しに典型的に見られるように、働

きたい労働者は働く）。その要がアングロ・サクソンでありヨーロッパでもある英国であるが、わが国も

ある意味では、英国のように米国と独仏の中間にあることが、日本でWIBが推進されている背景の一つ

である。

　ファミフレとWIBの概念の違いを筆者なりにまとめると、先行したのはアメリカで使われた「ファミ

リー・フレンドリー」で、後にイギリスで「ワーク・ライフ・バランス」という言葉が出てくる。アメ

リカで「ファミリー・フレンドリー」が使われ出したのが1980年代の終わりで、90年代後半から「ワー

ク・ライフ・バランス」という言葉がイギリスで出てくるようになった。この2つの言葉の使われ方に

は大きな違いはないが、「ファミリー・フレンドリー」が家庭を軸に考えるのに対し、「ワーク・ライ

フ・バランス」は必ずしも家庭ばかりではなく、自己啓発や地域活動、そして独身の男女、定年前の高

齢者も入る広い概念となっている。

　ファミフレとWLBの概念を、分析のうえで明確に分けるとすれば（脇坂（2006a））、狭義のファミフ

レは、WLBの1階建て部分あるいは基礎部分ではなく、WLBの2階建て部分にあたると考える。この基

礎部分にあたるのが、長時間労働ではない職場であり、2階部分をファミフレと考える。前者が労働者

一律に対する規制を基盤にしているものなのに対し、後者は労働者の働き方の多様性に焦点をあててい

る。

　本稿では、まずWLBを考察するうえでの米国、英国における基礎データの紹介と簡単な分析結果を示

す。つぎにわが国における最新の調査の概要と分析結果を示し、今後の研究課題に触れる。

2　米国の状況

　米国におけるWLBを分析する最良の資料は、「就業者の変化に関する全米調査（National　StUdy　of　the

Changing　Worktol℃e；NS㎝）」である。これは1989年創立の「家庭と仕事研究所（FWI）」によって行わ

れているものである。米国労働省が1969年からはじめた「雇用の質に関する調査」（QES）が1977年に

終わり、それを引き継ぐような形で、1992年からはじめられ、1997年、2002年と3回行われている。お

よそ3500名ほどの就業者に対する調査で、本節では主に2002年調査を用いる。

　2002年調査は、2002年10月から2003年6月にかけて行われた3504名の成人に対する面接調査を基礎に

している。28㎜の電話番号をランダムにかけ、14788件が居住者でないか働いておらず、3609件がその

ほかの理由で不適格（うち324件は英語、スペイン語が話せない）となり、そのなかから3578件が選ば

れた。6035件は基準を満たすかどうか判断ができなかった。適格基準は、有給で働く18歳以上の民間就



ワーク・ライフ・バランスの国際比較 65

業者である。3578件のうち35（X名の面接調査がなされた。最終段階での回答協力率は98％になるが、潜

在的に基準を満たす者の回答率は、52％ていどとなる。

　3504名のうち雇用労働者（employee）は2810名（80．2％）である。この2810名が主たる分析対象である。

　2－1　労働時間

　2002年の雇用労働者の週間総労働時間（有給無給の所定外労働時間含む）の平均は42．8時間である

（以下、表2－1）。男性46．2時間、女性43．2時間だが、理想とする労働時間は、これらより約10時間短

い。週50時間以上働く雇用労働者は、男性の444％、女性の25．6％である。週60時間以上働く雇用労働

者が男性19．5％、女性8．9％もいる。わが国の男性雇用労働者で25－44歳における当該割合が20％前後であ

るから（平成19年版労働経済白書）、米国はかなりの長時間労働であることがわかる。

　理想とする労働時間と実際の労働時間と一致する雇用労働者は、約2割にすぎない（表2－1では（3）

がゼロの割合）。ただ実際よりも長い労働時間を希望するものが15．29。存在しており、短い労働時間を希

望している雇用労働者は64．9％（N＝1823）と、3人に2人である。また実際の労働時間と理想労働時間の

差が週20時間以上あるもの（月にして100時間弱）が、男女とも約3割存在し、かなりの「overworked」

であることがわかる。

表2－1　雇用労働者の労働時間と理想

平均 標準偏差 N

所定労働時間 男性 3a5 9．1 1170

女性 35．0 10．1 1640

男女計 36．5 9．9 2810

週間総労働時間（つ 男性 46．2 1t9 1170

女性 40．3 12．2 1640

男女計 42．8 12．4 2810

理想労働時間（2） 男性 36．7 16．1 1170

女性 31．9 13．8 1640

男女計 33．9 15．0 2810

総労働時間マイナス
搗z労働時間（3）

男性 11．7 18．7 で170

女性 10」 16．4 1640

男女計 10．7 17．4 2810

男性 女性 男女計

（1）が50時間以上 44．4％ 25．6％

（1）が60時間以上 19．5％ 8．9％

（3）がゼロの割合 18．7％ 20．8％ 199

（3）が正の割合 66．3％ 63．8％ 64．9

（3）が負の割合 15．0％ 15．4％ 152

（3）が20時間以上 30．3％ 27．4％

資料）NSCW　2002
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　2－2　雇用形態

　自分の雇用形態がフルタイム勤務かパートタイム勤務かについて、この調査では自分を雇っている事

業主がどう考えているか、という形で尋ねている。通常、週間労働時間35時間未満をパートタイム労働

とすることが多いが、現実に即した良い定義である。それによると（表2－2）、雇用労働者全体の

16．6％がパートタイムで、女性では2割強がパートである。わが国に比べ、女性のパート割合が低い。

表2－2　雇用形態：性別

フルタイム勤務 パート勤務 わからない 計

男性 N 1，068 102 0 1」70

％ 913 8．7 0．0 100．0

女性 N 1，274 363 3 1，640

％ 77．7 22．1 0．2 100．0

男女計 N 2，342 465 3 2β10

％ 83．4 16β 0．1 100．0

資料）NSCW　2002
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　パートタイム労働者の週間総労働時間をみると（表2－3）、平均は28．4時間だが、週35時間未満は

71．4％にすぎず、3割近くが週35時間以上である。週40時間以上が19．3％、週50時間以上が6．6％と、い

わゆる「フルタイム・パート」「擬似パート」が、米国ではかなり多い。

表2－3　週間労働時間

平均 標準偏差 N

所定労働時間 フルタイム勤務 39．5 6．6 2342

パート勤務 21．2 9．4 465

計 36．5 9．9 2810

週間総労働時間（1） フルタイム勤務 47．9 11．0 2342

パート勤務 28．4 12．8 465

計 447 13．5 2810

理想労働時間（2） フルタイム勤務 34．8 15．0 2342

パート勤務 29．6 14．0 465

計 33．9 15．0 2810

総労働時間マイナス
搗z労働時間（3）

フルタイム勤務 13．1 16．6 2342

パート勤務 一1．2 16．O 465

計 107 17．4 2810

（3）がゼロの割合 フルタイム勤務 18．3％

パート勤務 28．0％

（3）が負の割合 フルタイム勤務 9．5％

パート勤務 43．4％

（3）が20時間以上 フルタイム勤務 31．9％

パート勤務 12．0％

資料）NSCW2002
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　パートタイム勤務の彼・彼女がフルタイム勤務への希望をもっているかどうか、あるいは逆にフルタ

イム勤務のものがパート勤務の希望をもっているかどうかみよう（表2－4）。

　パートのうちフルタイムへの変更を希望している者（狭い意味での、いわゆる「不本意パートinvolun－

tary　pan－dmer」；これについては脇坂（1997））は34．49・、フルタイムのうちパート勤務を希望している者

は、18．4％である。全体として、現在の雇用形態でよいとする者は78．3％で、21．0％が雇用形態の変更を

希望している。男女別にみると、男性でパートのフルタイム変更希望が46．1％と相対的に多く、女性で

フルタイムのパート勤務希望が23．59・と相対的に多い。

表2－4　雇用形態変更希望の有無

男女計 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計

フルタイム勤務 N 430 1，895 15 2 2，342

％ 18．4 80．9 0．6 0．1 100．0

パート勤務 N 160 302 3 0 465

％ 34．4 65．O 0．7 0．0 100．0

計 N 590 2」97 ≦8 2 2β07

％ 2tO 783 0．6 0．1 100．0

男性 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計

フルタイム勤務 N 131 928 9 0 1068

％ 12．3 86．9 0．8 100．0

パート勤務 N 47 55 0 0 102

％ 46．1 53．9 0．0 100．0

計 N 178 983 9 0 1170

％ 15．2 84．0 0．8 100．0

女性 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計

フルタイム勤務 N 299 967 6 2 1，274

％ 23．5 75．9 α5 0．2 100．0

パート勤務 N 喚13 247 3　’ 0 363

％ 31．1 68．0 0．8 0．0 100．0

計 N 412 1，214 9 2 1，637

％ 25．2 74．2 0．6 0．1 100．0

資料）NSCW2002



ワーク・ライフ・バランスの国際比較 69

　また表2－3によると、パートタイム労働者のうち、もっと労働時間を増やしたい者（これがやや広

い意味での不本意パート；このデータでは「総労働時間一理想労働時間」が負）は、43．49。もいる。実

際の労働時間と一致するパート労働者は28。0％とフルタイム勤務者よりも多いが、一方で理想労働時間

よりも週20時間以上も多く働いているパートも12．0％存在する。全体として、もっと働きたいのに短時

間で働いているパートともっと短い時間働きたいのに、やむをえず長時間働いているパートが混在して

いることが特徴である。

　フルタイム勤務者のうち雇用形態の変更（すなわちパート勤務）を希望する者は2割弱であったが、

労働時間を減らしたい者（このデータでは「総労働時間一理想労働時間」が正）では72．2％となり、多

数派といえる。この理想とする労働時間との差が週20時間以上ある者は31．9％もおり、もっと働きたい

フルタイム勤務者が1割弱であることを考慮すると、全体としてフルタイム勤務者は、かなり「over－

worl（ed」である。企業の考える「パート勤務」の職には変わりたくないが、「フルタイム勤務」のカテゴ

リーで労働時間を減らしたい者が圧倒的に多い。それも減らしたい時間数はかなり長い。

　2－3　労働時間減による所得減を受け入れるか

　理想労働時間と現実の労働時間がかなり異なり、労働時間を短くしたいという雇用労働者が多いこと

をみた。NS㎝データの良い点はそれにとどまらず、労働時間を短くした時に所得が減るか否か、所得

減のときに、それを受け入れる余裕がある（狙bld　to㎜1e諭かどうかを尋ねている。

　労働時間を短くした時に所得が減る雇用労働者は82．1％（Nニ1465）で、そのうち所得減を受け入れる

余裕がある者は25．8％（N＝378）である。

　実際の労働時間が理想労働時間より長い雇用労働者に対して、その理由（重複回答）を尋ねている

（回答者は1785）。表2－5をみると、もっとも多いのは「自分自身の基準を達成するため（achieve　my

own・sundards）」が54．1％で、「仕事完遂のため（k㏄p　up　wi由a皿the・wotk・1・have・to・do）」が49．8％とつづく。労

働時間が長いと感じているが、仕事はやりとげないといけないと感じている。それは「自分が成功しな

い（Iwould　not　be　as　su（）oessfUl・as・1・woUld・like・to・be）」42．9％にもあらわれているが、「企業が困る（My　organiZa－

tion　woUld　not　be　as　su（）cessfu1　ifl　wotked　fewer　hours）」という愛社精神のある回答が43．5％と同じていどである。

「失職」の怖れも3分の1ほどあるが、上司や同僚の圧力はそれほど大きくない。

表2－5　理想労働時間より長い理由

計（％） 所得減余裕あり 所得減余裕なし

失職する 33．4 29．6 39．0

自分が成功しない 42．9 36．5 41．3

上司からの圧力 15．2 16．4 149

同僚からの圧力 6．8 6．9 6．8

自己基準の達成 54．1 46．6 53．4

企業が困る 43．5 39．7 4t5

仕事完遂のため 49．8 46．8 47．9

N 1785 378 1081

資料）NSCW　2002
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　所得減の余裕の有無別に理由をみると（この回答者のみなので、サンプル数減）、理由の順序は変わ

らないが、「失職」「自分が成功しない」「自己基準の達成」などの理由が「所得減の余裕なし」に多い。

所得が減っても困らないのに、長く働いている理由は、やはり自分の仕事をきっちり達成したいという

ものが多い。

　2－4　勤務形態

　雇用労働者の75．9％が通常昼勤務（始終業時間一定昼勤務）である（表2－6）。シフト勤務が15。7％

（うちローテーション・シフトが7．0％）、固定時間帯のない柔軟な勤務が7．2％、その他1．3％である。フル

タイム勤務の場合は8割が通常昼勤務だが、パート勤務は6割以下となり、シフト勤務が26．7％、柔軟な

勤務が14．6％となる。

表2－6　勤務形態

計 フルタイム パート

Aregular　daytime　schedule 75．9 79．6 57．4

Aregular　evening　shift 4．4 3．3 10．1

Aregular　night　shi負 2．9 2．9 2．8

Arotating　shift－one　that　changes　time　of　day 7．0 6．1 11．6

Asplit　shift　consisting　of　two　distinct　periods 1．5 1．3 2．2

Aflexible　or　variable　schedule　with　no　set　hours 7．2 5．6 14．6

Some　other　schedule 1．3 1．2 1．3

計 100．0 100．0 100．0

N 2810 2342 465

始終業時間一定昼勤務 75．9 79．6 57．4

シフト勤務 15．7 13．6 26．7

柔軟な勤務やその他の勤務 8．4 6．9 15．9

資料）NSCW　2002
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勤務形態への満足度をみると（表2－7）、「完壁（perfect）」はやはり通常昼勤が56．0％ともっとも多

く、ローテーション・シフトが23．0％と最も低い。柔軟な勤務は43，8％と高い部類に入る。

表2－7　勤務形態への満足度

完壁 まあまあ 良くない 全くダメ

Aregular　daytime　schedule 56．0 42．5 0．8 0．4

Aregular　evening　shift 38．7 51．6 0．8 8．1

Aregular　night　shi慌 41．3 47．5 2．5 8．8

Arotating　shift－one　that　changes　time　of　day 23．9 63．5 2．0 107

Asp翫shift　consisting　of　two　distincinct　periods 39．0 51．2 4．9 4．9

Aflexible　or　variable　schedule　with　no　set　hours 43．8 47．8 3．0 5．5

Some　other　schedule（v） 31．4 48．6 14．3 5．7

計 51．1 45．1 13 2．2

資料）NSCW　2002

　一方、勤務時間決定の裁量性をみると（表2－8）、「完壁（complete）」や「おおいにある（a　lot）」は

柔軟な勤務で、それぞれ28．9％、33．8％と多く、「全くない」は7．5％にすぎない。それに対して通常昼勤

の裁量性は平均並みで、「全くない」22．5％、「ほとんどなし」15．4％である。「全くない」のもっとも多い

のは夜勤で33．8％である。

表2－8　勤務時間決定の裁量性

完壁 おおいに いくらか ほとんどなし 全くなし

Aregular　daytime　schedule 13．6 23．9 24．5 15．4 22．5

Aregular　evening　shift 14．5 20．2 26．6 16．1 21．8

Aregular　night　shi牡 113 12．5 25．0 17．5 33．8

Arotating　shift－one　that　changes　time　of　day 12．7 183 31．0 16．8 21．3

Asplit　shift　consisting　of　two　distinct　periods 4．9 17．1 36．6 14．6 26．8

Aflexible　or　variable　schedule　with　no　set　hours 28．9 33．8 21．9 7．5 7．5

Some　otherscheduie 1t4 28．6 14．3 20．0 25．7

計 14．5 23．7 24．9 15．で 217

資料）NSCW　2002
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2－5　仕事の裁量性

仕事内容や手順の裁量性を有しているのであろうか（1　have　the　freedom　tr〕decide　what　I　do　on　my　job）。

　　　　　　　表2－9　仕事の裁量性がある割合

男女計 男　性 女　性

N ％ N ％ N ％

Don「t　know 8 0．3 2 0．2 6 0．4

Refused 2 0．1 1 0．1 1 0．1

Strongly　Agree 676 24．1 306 26．2 370 22．6

Somewhat　Agree 1，150 40．9 497 42．5 653 39．8

Somewhat　Disagree 508 18．1 200 17．1 308 18．8

Strongly　Disagree 466 16．6 164 14．0 302 18．4

計 2，810 100．O t170 100．0 1，640 100．0

資料）NSCW　2002

　表2－9のように、約3分の2が裁量性があると思い（strongly　ag【㏄と3Dmewhat禦eの合計）、3分の1

がそうでないと思う。「強くそう思う」者は4分の1である。男性が女性より裁量性が高い仕事について

いる。

　年齢別にみると（表2－10）、男女とも年齢が高くなるにつれ裁量性の高い仕事についている。

　　　　　　表2－10仕事の裁量性がある割合（性・年齢別）

男性・年齢別 一19 20－29 30・39 40－49 50－59 60＋ 計

Strongly　Agree 15．2 25．7 25．3 25．0 26．4 38．6 26．2

Somewhat　Agree 39．4 37．4 40．3 47．8 44．2 39．8 42．5

Somewhat　Disagree 6．1 22．9 17．1 15．2 17．3 璽3．3 17．1

Strongly　Disagree 39．4 14．0 17．1 12．0 113 8．4 14．0

計 100．0 100．0 100．Q 100．0 100．O 100．O 100．0

女性・年齢別 一19 20－29 30．39 40－49 50－59 60＋ 計

Strongly　Agree 13．3 16．6 25．7 22．4 23．2 31．2 22．6

Somewhat　Agree 35．6 37．8 37．5 45．2 40．8 29．5 39．8

Somewhat　Disagree 22．2 24．8 18．7 15．7 18．4 15．6 18．8

Strongly　Disagree 28．9 20．9 17．8 16．1 16．8 23．8 18．4

計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

注）　「回答拒否」と「わからない」を除く。

　　　　　　　　　資料＞NSCW　2002
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　実労働時間別にみると（表2－11）、労働時間が長くなるほど裁量性が高い。とくに男性の週60時間

以上勤務者で、63．6％が「強くそう思う」。

表2－11仕事の裁量性がある割合（性・労働時間別）

男性・時間 一34 35－39 40－49 50－59 60時間以上 計

Strongly　Agree 30．9 17．1 25．1 26．9 63．6 26．2

Somewhat　Agree 29．5 57．1 43．9 46．2 13．6 425

Somewhat　Disagree 18．7 15．7 葉7．6 1t5 46 17．1

Strongly　Disagree 20．9 8．6 133 13．5 17．2 14．0

計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

女性・時間 一34 35－39 40－49 50－59 60時間以上 計

Strongly　Agree 23．1 20．5 22．7 31．6 18．8 22．6

Somewhat　Agree 35．2 40．9 4t7 42」 37．5 39．8

Somewhat　Disagree 20．6 19．1 17．7 21．1 25．0 18．8

Strongly　Disagree 20．6 19．1 1Z5 53 18．8 18．4

計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

注）　「回答拒否」と「わからない」を除く。

　　　　　　　　　資料）NSCW　2002

　フルタイムかパートタイムかでみてみると（表2－12）、フルタイム勤務者で裁量性が高いが「強く

そう思う」割合はパートとフルで差がない。パートタイム勤務者でも6割近くが裁量性の高い仕事につ

いている。

表2－12仕事の裁量性がある割合（フル・パート別）

フルタイム パートタイム

N ％ N ％

Strongly　Agree 562 24．0 114 24．5

Somewhat　Agree 991 42．3 158 33．9

Somewhat　Disagree 411 17．5 95 20．4

Strongly　Disagree 370 15．8 96 20．6

計 2，342 100．0 465 100．0

注）　「回答拒否」と「わからない」を除く。

　　　　　　　　　資料）NSCW　2002
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　2－6　管理・監督職の労働時間

　このデータでは、人を管理監督する仕事か否か尋ねている。表2－13にあるように、全体の38．0％、

男性だけだと43．0％が管理監督職にあたる。表2－14にあるように、フルタイムで働く雇用労働者の

4L3％が管理監督職である。もともと米国の管理職は、他国より広いといわれているが、管理職だけで

なく監督職まで広げても、少なくともわが国から比べれば広いであろう。

表2－13管理・監督職か否か

男女計 男　性 女　性

N ％ N ％ N ％

管理監督職 1ρ69 38．0 503 43．0 566 34．5

管理監督者以外 1，736 6t8 666 569 1ρ70 65．2

不明 4 0．1 4 0．2

回答拒否 1 0．0 1 0．1

計 2，810 100．0 1，170 100．0 1，640 100．O

表2　－14　勤務形態別管理・監督職か否か

フルタイム パートタイム

N ％ N ％

管理監督職 967 41．3 102 21．9

管理監督者以外 1，371 58．5 362 77．9

計 2，342 100．0 465 100．O

　管理・監督職の労働時間は長いであろうか。表2－15にあるように、週平均労働時間は、管理監督職

より6時間も長い。標準偏差は相対的に小さいので、一部の管理職が平均をひきあげているわけではな

いo

表2－15週労働時間

実労働時間 平均 標準偏差 N

管理監督職 46．5 11．7 1069

管理監督者以外 40．5 12．3 1736

計 42．8 124 2810
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当然かもしれないが、管理監督職のほうが仕事の裁量性が大きい（表2－16）。

表2－16　仕事の裁量性がある割合（管理監督か否か／フル・パート別）

フルタイム パートタイム

管理監督職 管理監督者以外 管理監督職 管理監督者以外

Strongly　Agree 31．4 18．8 29．4 23．2

Somewhat　Agree 42．7 42．0 39．2 32．6

Somewhat　Disagree 15．1 19．3 15．7 21．6

Strongly　Disagree 10．7 19．5 13．7 22．7

計 100．0 100．0 100．0 100．0

　相対的に労働時間が長い管理監督職であるが、勤務形態の変更を望んでいるであろうか。表2－17に

よれば、なんとフルタイムの管理監督職の18．6％もがパートタイム勤務を望んでいる。この数値は、非

管理監督職の希望割合と変わらない。

表2　－17勤務形態の変更希望の有無

　管理監督者

あ　り な　し 計

フルタイム勤務 180

P8．6

783

W1．0

　967

P00．0

パートタイム勤務 　40

R9．2

　　61

T9．8

　102

P00．0

計 220

Q0．6

844

V9．0

1，069

P00．0

管理監督者以外

あ　り な　し 計

フルタイム勤務 250

P8．2

1，108

W0．8

1，371

P00．0

ノマートタイム勤務 120

R3．2

240

U6．3

　362

P00．0

計 370

Q1．4

1，348

V73
1，733

P00．0

　もちろんパート勤務の管理監督者のおよそ4割がフルタイム勤務を望んでいるので、短時間志向が圧

倒的に多いというのはミスリーデイングだが、2割近くのフルタイム管理・監督者がパート勤務を望ん

でいることは、WLBへの要望の素地があることを示している。
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3　英国の2004年調査

　英国では、職場労使関係調査2004年調査（Workplace　Employment　Relations　Survey，　WERSO4）が、　WLBを

みるのに、もっとも新しくサンプル数の多い調査である。職場労使関係調査は、1980年からはじめられ

た大規模調査で、以後1984，1990，1998年と行われ，2004年は5回目の調査である。

　2004年クロスセクション調査の調査対象は、2295名の管理職（64％の回答率），984名の従業員代表

（77％）、22451名の従業員（61％）である。面接調査の対象としている管理職は、「事業所において人事ま

たは雇用関係を担当している上級管理職」である。ほかに財務パフォーマンスに関する管理職調査は

1070の回答を得ている（51％）。クロスセクション以外に、1998年からのパネル調査が管理職調査で行わ

れている。938のサンプルを得ている（75％）。この調査を分析したものとして、2006年にInside　the

VVorkPinceという書物がRoutledge杜から出版されている。

　概要は、脇坂（2006b）に詳しいが、企業パフォーマンスとの関係だけ触れておこう。WLBが企業業

績との関連を意識したものであるため、WERSO4に、関連する設問が導入された。管理職の主観的判断

であるが「同業の他事業所にくらべて、貴事業所は労働生産性（財務パフォーマンス）をどのように評

価するか」を5段階で尋ねている。

　それとWIBや柔軟な働き方との関係を分析した結果によると（Kersley［2006］pp286301）、労働生産1生

にはほとんど関係がなく、テンポラリー労働者割合と学期間勤務に負の相関があった。おなじく財務パ

フォーマンスにもほとんど関係がなく、父親休暇への全額支給制度、年間労働時間契約制度、パート勤

務の3つは負の関係があった。

　WLBは男女均等との関連が重要であるが、　WERSO4には均等の設問もある。機会均等施策をおこなっ

ているか否かである。性・ジェンダーだけでなく身体障害者なども含む。施策も3段階あり、フォーマ

ルな文書で表明する制度、それと取組み、監視であるが、WERSO4では、均等処遇（あるいはダイバー

シテイ）、採用における監視、昇進における監視、給与の相対的関係の監視の4項目を尋ねている。

　これと労働生産性との関係を分析すると正の相関をもつ（Kersley［2006］pp．286301）。一方、財務パフ

ォーマンスとの関係では、4項目全体では関係をもたないが、均等処遇だけは正の相関をもっている。

4　わが国の均等度、ファミフレ度の作成と企業パフォーマンス

　女性活用の進展には、男女のequal　oppOrtUnity（均等）とfatnily－fhendly（ファミフレ）の双方が必要であ

るので、均等度とファミフレ度の関係をみて、それぞれの企業で戦略が異なることを、筆者は、かねて

から主張している（脇坂（2001c））。米英の研究でも、姻oppo血⑩、㎞ily－fUendly、そしてhigh－involve－

ment㎜昭ementを関連させた研究力f増えつつある（展望は、　Wmh－De　Menezes（2007））。筆者1ま、均等

とファミフレの高低により、4つの象限にわけた概念を構築し、そして分析をおこなってきた（図一

1）。
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図一1　女性活用の見取り図

　　　ファミフレ度
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　筆者も関わった研究プロジェクトにより、データが整備されるようになってきて、本格的な実証研究

が可能になった。ニッセイ基礎研究所が2005年に行った調査によるデータ（ニッセイ・データ；付録3

参照）を利用した4象限分析により、均等とファミフレの度合が高い企業は経常利益が大きいことを示

した（脇坂（2006a））。

りぎに㎜データ（付録1参照）は、ニッセイ・データをサンプル数で大きく上回るものであり、な

おかつ管理職、一般社員とそれぞれ企業回答がマッチングできるようになっている。

　JILPTデータの企業調査から均等とファミリー・フレンドリーの度合いを作成し（脇坂（2007c））、

図一1のように、それぞれの平均をX軸、Y軸として高低から4つの象限を作る。第1象限の均等もファ

ミフレも高い企業を「本格活用」企業、第2象限の均等は低いがファミフレが高い企業を「ファミフレ

先行」企業、第4象限の均等は高いがファミフレが低い企業を「均等先行」企業、均等もファミフレも

低い企業を「男性優先」企業と呼ぶ。それぞれの象限の企業の特徴をみて、どの象限が、企業パフォー

マンスへの効果やWLB施策の効果が大きいかをみる。
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4－1　企業パフォーマンスへの影響

財務パフォーマンスなどへの効果などをみたのが、表41である。

表4－1　象限別企業パフォーマンス

本格活用 均等先行 ファミフレ先行 男性優先

第1象限 第IV象限 第H象限 第nl象限
計 t検定

均等高 均等高 均等低 均等低
ファミフレ高 ファミフレ低 ファミフレ高 ファミフレ低

N 232 118 119 246 715

計 32．5 16．5 16．6 34．4 100

財務データ 一人当り売上（百万円） 10229 85．4 67．34 62．1 78．89
禽

一人当経常利益（百万円） 3．98 2．25 3．36 1．45 2．66
，費

5年前との 売上高 3．47 2．86 3．17 3．23 3．23
★★

比較スコア 経常利益 3．48 2．87 3．22 3．21 3．24 曹費脅

生産性 3．54 3 3．57 3．26 3．35

同業他社比 売上高 3．28 3」 3．05 3．2 3．18

較スコア 経常利益 3．15 3．03 275 3．02 3．02
禽

生産性 3．15 2．95 2．92 3．02 3．03
禽

2000年と比 社員 27．6 19．5 11．7 19．5 20．8

べた増加率 非正社員 413 43．5 41．8 40．7 41．5

10％以上
派遣労働者 409 31．9 47．1 34．5 38．1

請負労働者 16．6 9．5 15．8 12．4 13．7

注）第1象限のトップの項目で、ほかの象限の企業とのt検定。

　脅軸1％水準、”5％水準、’10％水準で有意。

　ニッセイ・データを用いた脇坂（2006a）では、第1象限の「本格活用」企業は一人当たり経常利益の

み高くなったが、㎜データでは一人当たり売上げと一人当たり経常利益の両方とも高くなった。変動

係数でバラッキをみると、「本格活用」企業の一人当り売上のバラツキは平均と同じくらいだが、一人当

たり経常利益のバラツキは断然小さい。均等もファミフレも高ければ、確実に利益が大きいことがわか

る。5年前との比較スコア（平均3．83、第1象限1．74）では、これも「本格活用」企業が、売り上げと経

常利益でもっとも高い。同業他社と比較した主観パフォーマンスでは、すべて「本格活用」企業がトッ

プである。「本格活用」企業がトップになった項目について、ほかの企業にくらべて統計的に有意に高い

かどうかのt検定を行った。結果は表44の最右欄にあるように、同業他社の売上高比較を除き、有意に

高い。

　均等度、ファミフレ度がパフォーマンスに影響するか否かをOLSで推定した。規模と業種でコントロ

ールした。結果は、一人当り売上にはファミフレ度、均等度のどちらも影響しないが、一人当り経常利

益にはどちらも正で有意にきく。つまり、ファミフレ度が高い企業ほど（10％水準）均等度が高い企業

ほど（1％水準）、一人当り経常利益が高い。5年前との比較、同業他社との比較についてはJll頁序プロビッ

トで推定した。5年前との比較では、均等度は関係しないが、ファミフレ度は生産性に、正に有意にき
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いた。ファミフレ度の高い企業において生産性上昇率が高いということである。「本格活用」企業は、5

年前と比べ売上、経常利益、生産性ともに上昇している。同業他社との比較では、有意な指標は少なく

なる。均等度の高い企業が経常利益が高い。それと均等実態度の高い企業が売上、経常利益、生産性で

同業他社より良い。全体として、係数はほとんど正であり、均等、ファミフレが充実してパフォーマン

スへの効果が少なくとも負であることは考えられない。

　4－2　WLB実態認識における人事担当者、管理職、社員の違い

　自社の均等、ファミフレの状況について企業（人事担当者）、管理職、社員がどう見ているかをみた。

表2にある14項目それぞれの項目で、「当てはまる」5点、「やや当てはまる」4点、「どちらともいえな

い」3点、「あまり当てはまらない」2点、「当てはまらない」1点とした5点法のスコアを作成した。

　結果は、すべての項目で企業〉管理職〉一般社員の順に認識スコアが低くなっていく。とくに「会社

は上司や同僚に、育児に係る休業や短時間勤務に対して協力するよう求めている」「自社の育児休業制度

などの仕事と家庭の両立支援を従業員に周知している」「男女にかかわりなく人材を育成している」で差

が大きい。象限別にみると、均等の項目は、おおむね企業、管理職、社員ともに、「本格活用」〉「均等

先行」〉「ファミフレ先行」〉「男性優先」となっている。ファミフレに関する項目では、おおむね企

業、管理職、社員ともに「本格活用」〉「ファミフレ先行」〉「均等先行」〉「男性優先」となってい

る。管理職や社員は、企業（人事担当者）ほど、均等、ファミフレが実践されているとは思っていない

が、同じ管理職や社員のなかで比べると、均等、ファミフレが進んでいる企業ほど、均等、ファミフレ

が進んでいると感じている。

5　電機産業における調査

　本節では、付録2にある電機総研の調査を用いた結果を示す。電機連合は、勤務形態の多様化をはじ

めとした仕事と生活の両立を支える制度の構築について、立法化などに先立って取り組んできた。例え

ば育児休業制度については育児休業法制定2年前の1990年に、介護休職制度についても法で義務化され

る7年前の1992年に、さらに65歳への雇用延長制度については改正高年齢者雇用安定法施行6年前の

2000年に、それぞれ大手を中心に確立・導入された。このように時代に先駆ける形で様々な制度を確

立・導入しているので、ファミフレの問題は、制度の導入・充実というより、その運用の細かいところ

が焦点となっている。

　そのなかで育児休職、育児短時間勤務の取得と人事考課の関係を探ることは、男性を含めた多様な働

き方の実現可能性そしてファミフレの浸透の可能性の具体的課題をすこしでも明らかにすることに貢献

しよう。詳細な分析は脇坂（2007a）にあるので、結果をまとめて述べよう。

a）育児休職があったときの評価や育児短時間勤務中の評価において、企業方針と管理職の行動に大きな

食い違いが見られる。

b）評価に関する指導や情報提供の有無についても、企業回答と管理職回答に大きな食い違いが見られ

る。

c）復帰者の評価結果に短時間復帰かフルタイム復帰かは関係ない。評価結果が良いほど満足度は高いが、

平均より高い評価を受けたものが、それほど満足しているわけではない。

d）短時間勤務の職場への影響がプラスであると評価が高くなり、特に会議終了時間を意識するようにな
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ったり、仕事の分担や進め方の見直しがあった管理職は評価が高い。逆に「顧客対応で支障」「他の同僚

の業務負担増」になった管理職の評価は低い。

e）育休取得者が復帰ののち受けた評価に対して満足しているかどうかをみると、満足が不満よりやや多

い。どのように職場に復帰したかは関係ない。

f）育児休職を取得した時、昇進に影響すべきかどうかの考えをみると「休職期間分遅れることは仕方な

い」が企業、管理職で多く、利用者は「遅れてはならない」が多い。しかし、企業、管理職でも「遅れ

てはならない」と考えるケースが一定程度あり、利用者本人も一定割合が「仕方ない」と考えている。

g）一般組合員の昇進の考え方は、「遅れてはならない」と「休職期間分遅れても仕方ない」が拮抗して

おり、これは性別、未既婚別を問わない。

6　WH∋塾と共同開発した指標

　ファミフレやWLBの指標開発が重要な理由は、これらが政労使とも表だって反対しにくい性格をもっ

ているからである。総論賛成、各論反対になる傾向を有している。指標を作成することにより、作成指

標に準じた結果に基づいて建設的に議論できる材料を有する。

　WLB指標の開発に関与した（ワーク・ライフ・バランス塾＝学習院大学経済経営研究所（2007））。企

業調査と従業員調査の指標を作成したが、以下の2つのことができるように指標が開発されている。

　①政策・制度の導入、政策・制度の組織内の浸透、個人の意識・行動の各段階において「WLBの現状」

　　を評価できる。

　②評価された各段階のrWLBの現状」カ＼どのような外部条件によって規定されているかが、図2の

　　「WLB指標の分析枠組み」によって分析が可能なように設計されている。外部条件として以下の変

　　数群が用意されている。

　　　a）WLBに関する経営姿勢

　　　b）WLBの目標設定の推進体制

　　　c）人事管理の仕事の管理

　したがって、この枠組みにそってWLB政策・制度の展開プロセスを分析することを通して、「WH∋の

現状」を改善するには、どのような経営姿勢と推進体制、人事管理、職場における仕事の管理が必要で

あるかが明らかにできる。
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図2　WLB指標の分析枠組み
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　6－1　制度の認知度

　WIB指標は企業と個人で作成されているが、企業対象サンプルは9社ゆえに結果を分析する段階にき

ていないので、3000弱のサンプルのある従業員調査の分析結果の一部を示す（付録4）。

　まず制度の認知度をみると、全般的に認知度は低く、総合点（1．7点）は「余り知らない」を下まわる

水準にある（「よく知っている」4点、「知っている」3点、「あまり知らない」2点、「知らない」1点、

「制度はない」「無回答」0点）。そのなかで、「健康管理」と「能力開発・社会活動」に関わる政策・制度

に対する認知度が高く、「介護」が著しく低い。「出産・育児」と「介護」に注目すると、「出産・育児」

に比べて「介護」の認知度が低い。

　個人の「パフォーマンス指標との相関係数」をみると、WLB指標（総合）（総合的にみた仕事と生活

の時間配分のバランス）は「人材の確保」「定着性」「疲れ（肉体的、精神的）」の全てのパフォーマンス

指標と有意な関係にあり、WLBの向上は人材の確保と定着性をはかる、健康とメンタルヘルスの向上を

はかるという点で経営成果にプラスの影響を与える。

　6－2　休暇や休業の本人にとってのメリット

　育児休業は、少なくとも仕事や能力の面で、本人に不利益をもたらす、と考えられてきた。休業中の

「能力低下」「技能の陳腐化」が典型である。ところが、必ずしもそうでなく、育児や家事経験が能力を

高めるのではないか、という考え方も出てきている（先駆的研究は、石田（2006））。

　そこで、そういった観点からの設問を従業員調査に加えた。まず「これまであなたは、あるいは、あ

なたの周囲の方が育児・介護休業制度を利用したことがありますか。」と尋ねると、285名（10．0％）が
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「本人の利用経験」があり、54．2％が、「本人はないが周囲で利用経験」ある、と回答している。「周囲も

本人もない」のは34．5％と3分の1にすぎない。

　前2者に休業によるプラスの効果6つ（「その他」含めれば7つ）を複数回答で選択させた。ゆえに

「無回答」は「プラスの効果がない」あるいは「マイナスの効果があった」と解釈できる。厳密にいえば

「その他」の回答のなかに「マイナスの効果」も考えられるが、その可能性は低い。

　表6－1で結果をみると、効果のないとする「無回答」は12．0％（周囲のみの利用でも13。1％）と少数

派で、何らかのメリットを感じている。そのメリットは、「仕事を新しい観点からみることができる」

（37．7％）と「社外の価値観や考え方に触れる良い機会である」（36．4％）が3分の1以上と多く、「仕事で

の時間管理を上手に行う能力が高まる」（2L7％）「仕事を効率的に進める能力が高まる」（21．1％）と2割

強の回答がある。「社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である」（15．1％）がそれらにつづき、

自己啓発などの「能力を高める良い機会である」は5．1％と少ない。

表6－1　休業取得による効果

問　休業によりどのような効果があると思いますか。
@　（あてはまるものいくつでも○）

N＝3088 本人利用者 周囲のみ利用者

割　合

能力を高める良い機会である 94 5．1％ 7．7％ 4．6％

社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 279 15．1％ 35」％ 11．5％

社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 670 36．4％ 60．0％ 32．0％

仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 400 21．7％ 32．3％ 19．8％

仕事を効率的に進める能力が高まる 389 21．1％ 32．6％ 19．0％

仕事を新しい観点からみることができる 695 37．7％ 45．6％ 36．3％

その他 340 18．5％ 12．6％ 19．5％

無回答（すなわち効果がないと思っている） 221 12．0％ 6．0％ 13．1％

N 1842 167．6％ 285 1557

　「本人利用経験者」と「周囲のみ利用経験者」にわけると、前者が「その他」をのぞき、すべて該当

割合が大きいが、とくに前者で大きいのは、「社外の価値観や考え方に触れる良い機会である」が6割を

もしめる。また本人利用経験者では、「仕事を新しい観点からみることができる」も456％と半数弱が回

答し、「時間管理能力」、「効率的に進める能力」、「人的ネットワーク」も3分の1をしめる。

　男女別にみると（表6－2）、男性利用経験者（29名）は女性ほど多く該当効果をあげていないが、

「無回答」は17．29eにすぎない。そして男性のほうが女性より多く回答しているのは「時間管理能力」で

あ．る　（34．2％vs　31ρ％）。
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表6－2　男女別利用者別休業の効果

本人

?p者

周囲のみ

?p者

男　性 女　性 男　性 女　性

能力を高める良い機会である 7．7％ 10．3％ 7．5％ 4．6％ 4．5％ 4．8％

社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 35．1％ 6．9％ 38．0％ 11．5％ 10．1％ 13．1％

社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 60．0％ 31．0％ 63．1％ 32．0％ 29．1％ 34．9％

仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 32．3％ 34．5％ 31．0％ 19．8％ 17．2％ 22．8％

仕事を効率的に進める能力が高まる 32．6％ 20．7％ 33．3％ 19．0％ 16．4％ 21．8％

仕事を新しい観点からみることができる 45．6％ 31．0％ 46．3％ 36．3％ 33．8％ 39．1％

その他 12．6％ 13．8％ 12．2％ 19．5％ 22．6％ 15．9％

無回答（すなわち効果がないと思っている） 6．0％ 17．2％ 47％ 13．1％ 12．0％ 14．5％

N 285 29 255 1557 844 711

　本人利用者の職種別にみると（表6－3）、「無回答」がもっとも多いのは、生産・建設・運輸等の現

業職だが、それでも27．6％で、4人に3人は効果を感じている。職種で特徴的なのは、事務職（179名）

で「社外の価値観や考え方に触れる良い機会である」（68．2％）と3人に2人があげ、営業・販売職（23名）

で「仕事を新しい観点からみることができる」が56．5％と高く、専門・技術職（39名）で「人的ネット

ワーク」が43．6％と相対的に高い。

表6－3　職種別休業の効果

職種
専門・

Z術職
事務職

営業・

ﾌ売職
サービ

X職

生産健
ﾝ・運輸

凾ﾌ現業

E

その他 職種計

能力を高める良い機会である 10．3％ 9．5％ 4．3％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 77％

社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 43．6％ 35．8％ 34．8％ 33．3％ 17．2％ 333％ 35．1％

社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 487％ 68．2％ 52．2％ 50．0％ 3tO％ 50．0％ 60．0％

仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 25．6％ 37．4％ 17．4％ 16．7％ 20．7％ 16．7％ 32．3％

仕事を効率的に進める能力が高まる 15．4％ 40．8％ 174％ 50．O％ 13．8％ 0．0％ 32．6％

仕事を新しい観点からみることができる 46．2％ 48．6％ 56．5％ 50．0％ 13．8％ 33．3％ 45．6％

その他 28．2％ 8．9％ 8．7％ 0．O％ 17．2％ 16．7％ 12．6％

無回答（すなわち効果がないと思っている） 2．6％ 2．8％ 13．0％ 0．0％ 27．6％ O．0％ 6．0％

N 39 179 23 6 29 6 285
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　これらの効果とWLB（総合）満足度などとの関係をみる。そのさいに、

（1）利用経験者（あるいは周囲経験者）のうちで、該当の効果をあげた社員とあげなかった社員を比べ

　　るやり方、と

（2）「周囲も本人もない」を含めて、該当の効果をあげた社員とあげなかった社員を比べるやり方があ

　　る。

　（1）についてみると、「能力を高める良い機会である」とWLB指標（総合）との間に有意な関係がな

かった（ワーク・ライフ・バランス塾、学習院大学経済経営研究所（2007）19頁）。ゆえに、育児・介護

休業をとることは、能力を開発する直接的な機会とはならない。しかし、時間制約のなかで仕事を進め

ることが鍛えられ、時間管理能力（「仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる」）、仕事を効率的に進

める能力（「仕事を効率的に進める能力が高まる」）の向上につながるという効果がある。それに加えて

「仕事を新しい観点からみる」という効果があり、「社外での人的ネットワークの拡大」「社外の価値観・

考え方に触れる機会」という面も見逃せない効果である。

　時間管理能力の向上、仕事を効率的に進める能力の向上、「仕事を新しい観点からみる」などの効果

は、「業務プロセスの視点」「顧客の視点」からみた経営パフォーマンスの向上に関連が深い。

7　インプリケーションと課題

　WLBの研究データについて、わが国以外では米国、英国の基礎データを整理した。同じ設問あるいは

似た設問で国際比較するのはWLBに限らず難しいが、今後よりきめ細かく比較対照する必要がある。わ

が国の研究も進んできているので、諸外国の深い研究をチェックしていくことを忘れてならない。

　国際比較といってもアングロ・サクソンの英米だけになったが、先進諸国では大陸ヨーロッパ諸国に

おけるWLB調査を調べる必要がある。　EUが行なうものだけでなく各国独自で行なう調査も重要である。

発展するアジア諸国におけるWIB調査を調べることも当然重要である。
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付録

1　㎜調査概要
調査名：「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査」

調査期間：2006年6月28日～7月21日

調査方法：郵送による調査票の配布・回収

　　　　　※企業調査は、企業の人事・労務担当者宛てに郵送。従業員調査は、企業を通じて、管理

　　　　　　職5人、一般杜員10人に配布した。

調査対象　企業調査：全国の従業員数300人以上の企業6000社（業種・規模別に層化無作為抽出）

　　　　　従類調査：企翔査の対象蝶で働く管理職3㎜人髄対象蝶に1蝶あたり管理

　　　　　　　　　　　職5人）、一般社員60000人（調査対象企業に1企業あたり一般社員10人）へ

　　　　’　　　　　　の調査票配布を依頼した。

有効回収数：企業調査863社（有効回収率、14．3％）

　　　　　　管理職調査3299人（有効回収率10．99・）

　　　　　　一般社員調査6529人（有効回収率10．8％）

2　電機総研調査概要

　電機総研が「21世紀生活ビジョン研究会」（主査：脇坂）を組織し2006年に行ったアンケート調査で

ある。電機連合の組合員4388名（有効回答：以下、同じ）だけでなく、電機連合傘下の企業101社、過

去5年以内に育児休職から復職した組合員504名（制度利用者調査）、その復帰者の復職時の上司501名

（管理職調査）である。

3　ニッセイ基礎研究所調査

　両立支援と企業業績に関する研究会（2006）で作成されたもので、ニッセイ基礎究所による2005年の

データである。「両立支援と企業業績に関する研究会」は、会社四季報から従業fi　301－2000人規模の上

場・未上場企業3464社を対象に郵送調査をおこない446社の有効回答を得た

4　WLB塾＝（｝EM（学習院大学経済経営研究所）調査

　WLB指標作成のために2007年1月に行われた調査で、ワーク・ライフ・バランス塾の有志企業9社を

対象に企業調査と従業員調査（2871人）のデータである。


